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 北海道における良好な景観形成をより一層推進するためには、道内において景観形成を先

導している景観行政団体が密に連携し、景観形成の先進的な取組について情報を共有し、景

観法及び関連制度を最大限活用した景観施策を効率的・効果的に展開していくことが重要で

す。 

このため、北海道と北海道開発局は、道内の景観行政団体に呼びかけ、平成２２年５月に

景観行政団体等連携会議を設置し、先般、平成２５年９月４日に第４回目の連携会議を開催

しました。 

開催に当たっては、連携会議の構成員以外の市町村にも参加を呼びかけ、計２０市町村が

参加し、今後の参考となる様々な取組事例等も発表されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｖｏｌ．２１３ 
（H25.9.13） 

北海道開発局都市住宅課 
まちづくり相談窓口 

今 

号 

の 

記 

事 

 

 

 

○ 第４回北海道景観行政団体等連携会議を開催しました 
○ 平成 25年度(第 6回)国土交通大臣賞「循環のみち下水道賞」 

～ 北海道から唯一、恵庭市が受賞しました ～ 
○ 建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律について 
 ままちちづづくくりりにに関関ししてて紹紹介介ししたたいい地地域域のの取取組組、、配配信信アアドドレレススのの変変更更等等ににつついいててはは、、  

ままちちづづくくりり相相談談窓窓口口((メメーールルははここちちらら))ままでで  
※配信希望は随時受け付けております。 

各項目の○を 

クリックすると 

各項目見出しに 

ジャンプします 

第４回北海道景観行政団体等連携会議を開催しました 

 

１ 国土交通省からの情報・話題提供（都市局公園緑地・景観課景観・歴史文化環境整備室） 

 （１）景観まちづくりの最近の取組について 

 （２）全国における歴史まちづくりの動き 

２ 寒地土木研究所からの情報・話題提供（特別研究監付地域景観ユニット） 

  良好な景観が地域にもたらす効果について          

３ 北海道からの情報・話題提供（建設部まちづくり局都市計画課） 

 （１）メガソーラ及び風力発電設備の現地調査結果報告について 

 （２）北海道景観整備機構の指定について                           

４ 道内市町村からの取組事例紹介 

 （１）北見市景観フォトコンテスト等の取組について（北見市都市建設部都市計画課） 

 （２）域学連携による景観まちづくり（芽室町建設都市整備課） 

 （３）『いにしえ街道』から見る江差の歴史まちづくりの今（江差町建設水道課） 

５ 北海道開発局からの情報・話題提供 

   空き家問題の現状と取組みについて（事業振興部都市住宅課） 

 

 

※本会議で情報提供した内容や事例紹

介の内容については、ホームページ 

「北海道景観づくりポータルサイト」 

に掲載しています。 

 

mailto:machidukuri@hkd.mlit.go.jp
http://www.hkd.mlit.go.jp/zigyoka/z_jigyou/toshi/keikansite/04_network/network.html
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 国土交通省では、持続可能な循環型社会の構築に向けた 21 世紀型下水道の実現に貢献す

る全国の優良事例を毎年、国土交通大臣賞「循環のみち下水道賞」として表彰しています。 

 

このたび、北海道から唯一、恵庭市が国土交通大臣賞「循環のみち下水道賞（資源のみち

部門※）」を受賞しましたので、ご紹介します。 

 
※資源のみち部門とは・・・ 

将来の資源枯渇への対応や地球温暖化の防止等に向け、資源回収・供給ネットワークを創出するための取組です。 

また、この他の受賞団体や創設の経緯等については、こちら（国土交通省ＨＰ）をご参照ください。 

 

～恵庭下水終末処理場におけるバイオマス利活用(発電等)の取組～ 

 

恵庭市では、住民の理解と協力により、独自の生ゴミ分別に取り組み、下水終末処理場にお

いて、全国で初めて生ゴミを資源として受け入れた「バイオガス発電」を行うことにより天

然資源消費の抑制と資源循環に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

恵庭下水終末処理場では、平成24年度から新たなバイオマスとして「家庭系及び事業系

生ごみ」を受け入れ、下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥と合わせた集約混合処理を開始しました。 

これにより、従来よりも消化ガス発生量を大幅に増大させることが可能となり、マイクロ

ガスタービンによる発電や暖房ボイラーの燃料利用により、エネルギーの有効活用を図って

います。また、発生した脱水汚泥は、全て肥料やセメント原料など資源として有効活用して

います。（図①） 
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平成 25 年度(第 6 回)国土交通大臣賞「循環のみち下水道賞」 
～ 北海道から唯一、恵庭市が受賞しました ～ 

 

 

 

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/crd_sewerage_tk_000085.html
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●生ごみ分別収集 

～ 大きな市民協働（分別率は北海道トップクラスとして特筆される～写真②） 

既存下水処理施設での集約混合処理を前進させ、循環型社会形成を目指した、新たなバ

イオマス事業を展開するために、生ごみの分別収集を実施しました。 

家庭でのごみ分別方法が従来と変わるため、市民説明会を 115 回実施（延べ 3,827 名

の市民参加）し、多くの市民が『参加』、『理解』、『行動』することで非常に高い分別

率（家庭系：90％）、ほぼ計画量の生ごみ収集を達成しました。これにより、最終処分

場（埋立場）の延命化、施設維持管理費の削減、そして再生可能エネルギーの有効活用が

実現しました。 

●発電量及び電気料金削減効果～写真③ 

マイクロガスタービンによる発電量は、年間約 138 万 kWh（計算値）により、発電さ

れた電気は、全て下水処理場内で利用しています。必要受電量が約 42％削減され、年間

で約 1,680 万円（計算値）の電気料金が削減されています。 

●温室効果ガス（CO2）排出量削減効果 

マイクロガスタービン発電による必要受電量の削減及び排熱利用により、温室効果ガス

の排出量が約２／３に削減されています。 

●下水汚泥の有効利用～写真④ 

下水処理工程で最終的に発生する下水汚泥は、肥料の原料やセメントの原料として有効

利用されています。その下水汚泥肥料は、農業従事者及び市民へ還元されます。 

 

★国土交通大臣賞「循環のみち下水道賞」表彰式の様子（９月１０日、国土交通省内） 
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▲ＴＯＰ 

 

▲ＴＯＰ 

  

↑増田国土交通事務次官から賞状を授与される原田恵庭市長 ↑2013 年度ミス日本「水の天使」横山さんと恵庭市の

ゆるキャラ「えびすくん」（右端）も出席 

 

←持続可能な循環型社会の構築に向けた 21 世紀型下水道の

実現に貢献する全国の優良事例から４部門で１１者を表彰 
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大規模な地震の発生に備えて、建築物の地震に対する安全性の向上を一層促進するため、

地震に対する安全性が明らかでない建築物の耐震診断の実施の義務付け、耐震改修計画の認

定基準の緩和等の所要の措置を講ずる「建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正

する法律」が５月２９日に公布されましたので、その概要をご紹介します。 

 

＜背景＞ 

◆住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成 27 年までに９割（平成 15 年：

75％）にする目標（「地震防災戦略」（中央防災会議決定（Ｈ17）））の達成には、耐震

化を一層促進することが必要。（現行の耐震基準は昭和 56 年 6 月に導入）  

◆南海トラフの巨大地震や首都直下地震の被害想定で、これらの地震が最大クラスの規模で

発生した場合、東日本大震災を超える甚大な人的・物的被害が発生することがほぼ確実視。 

（南海トラフの巨大地震の被害想定（H24.8 内閣府）：建物被害約 94～240 万棟、死者

数約 3～32 万人） 

 

＜改正案の概要＞ 

◆建築物の耐震化の促進のための規制強化 

 
 

 

◆建築物の耐震化の円滑な促進のための措置 

 

▲ＴＯＰ 

Vol.213(H25.9.13) 

建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律について
～予算関連法律、公布：５月２９日、施行：公布後６ヶ月以内～ 

 

 

 


